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はじめに 

 

大泉町は、県下でも有数のものづくりの町として発展してきました。近年では、全国有

数の外国人集住地域となっており、そこで働く人やその家族など様々な人々が暮らしてい

ます。限られた空間の中には、数多くの企業や商店が存在し、恵まれた環境と先人の方々、

今を生きる町民の皆さんの不断の努力により「成熟した町」となっています。 

住民と行政との協働においては、子どもたちの登下校時の防犯パトロール、自主防災組

織による防災活動、公園の清掃やイベント時などのボランティア活動、アマチュア無線災

害時応援協定、定住外国人の皆さんによる「文化の通訳※登録制度」など、多くの分野で住

民と行政が連携してまちづくりを進めています。また、地域公民館では、子どもたちの健

全育成や高齢者の生きがい支援、地域の伝統行事の継承などの活動も活発です。 

一方、協働を支える地域力は、人口減尐社会の到来、尐子高齢化の進展、厳しい経済・

雇用情勢等により低下傾向にあります。また、地方分権改革が進み、地方自らの判断と責

任の下、公的サービスも従来の画一的なサービスから地域の実態に合った多様なサービス

の時代へと転換しています。 

これからのまちづくりは、住民と行政が知恵と力を出し合いながら、住民と行政、さら

には住民同士のつながりの中で新たなサービス提供のための仕組みが必要となっています。

協働のまちづくり推進指針は、住民と行政の協働を多様な公共サービスの主体と捉え、協

働を進める上での「仕組み」や「ルール」を提唱するとともに、これからのまちづくりの

方向性を明らかにするものです。 

本指針は、協働のまちづくりの第一歩として、大泉町協働のまちづくり推進指針策定委

員の皆さんを始めとして多くの皆さんに参画をいただき完成したものです。本指針に基づ

き、まちづくりの主役であります町民の皆さんと行政が、一人よりは十人、十人よりは百

人の知恵や力を出し合い、相手の気持ちや痛みが理解できるような「手触り感」のあるま

ちづくりを進めたいと考えておりますので、関係各位の格別なるご理解とご協力をお願い

申し上げます。 

 

平成２３年３月 

 

大泉町長 斉 藤 直 身 

 

 

*文化の通訳 

町が発信する各種制度や日本の文化・生活上のエチケットなどに関する情報を、正しく理解した上で

職場の同僚や友人、家族などに母国語で伝えていただく「多文化共生の担い手」。 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD
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協働の背景イメージ 

地方分権改革による地方の役割増大 

 

自らの判断と責任の下、地域の特色を活かしたまちづくり 

生活様式の変化などによる

住民ニーズの多様化 

行政のみならず、住民の積極的な行政参加促進 

景気低迷などによる 

財政運営の悪化 

住民と行政との協働によるまちづくり 

 

第１章 協働の背景と指針の必要性 

 

第１節 協働の背景 

近年、私たちを取り巻く社会環境は、尐子高齢化、高度情報化などの進展に伴い、

これまでにないほど大きく変わっています。 

平成１８年から始まった総人口の減尐は生産年齢人口を減尐させ、労働力の低下や

消費の低迷による経済規模の縮小、老人人口比率の増加による社会保障分野をはじめ

とした現役世代の国民負担の増加を招いています。また、２１世紀は「環境の世紀」

とも呼ばれ、温室効果ガスなどが引き起こす環境問題は、特定の原因者だけによるも

のではなく、私たち一人ひとりの身近な課題となってきました。 

行財政基盤においては、市町村が自ら主体となる地域づくりを目指す地方分権が進

められる一方で、尐子高齢化の進行、構造的な不況の長期化、国・県の補助金・交付

金等の見直しなどが進み、安定した財源の確保が難しくなっています。 

また、地域社会においては、日常生活圏の拡大や自由時間の増加によって人々の生

活様式の変化や住民ニーズの多様化が進行するとともに、様々な分野において全国的

に地域コミュニティ活動が活発になるなど、住民のまちづくりに対する意識が高まっ

てきました。 

このような状況の下、地域の特色を活かしたまちづくりを推進するに当たっては、

行政のみならず、環境問題に見られるように住民一人ひとりがまちづくりに参加する

ことによる協働の取り組みが必要となっています。 
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第２節 大泉町の協働の現状 

そのような社会潮流の中、大泉町では、第五次大泉町総合計画策定のための住民意

向調査（平成２１年１０月）を行いました。 

その調査結果によると、住民と行政との協働は必要かという問いに対する回答は、

「そう思う」・「ややそう思う」を合わせると８９パーセントにのぼり、協働に対する

高い住民意識に注目できます。 

また、まちづくりの方向性に関する意見では、「犯罪が尐なく、災害に強い安全で安

心なまち」、「みんなが健康で元気に暮らせるまち」、「ごみや公害が尐なく、自然環境

を大切にする自然豊かなまち」など、協働による取り組みが想定できる分野に大きな

関心が寄せられています。 

本町における協働推進のための環境については、環境対策や子どもの健全育成、障

害者への支援、在住外国人との共生のまちづくり、安全・安心なまちづくり、高齢者

への支援、企業との連携、地域公民館活動など様々な活動が考えられますが、組織の

高齢化や活動人口の減尐、地域力の低下など、多くの課題が挙げられます。 

これらの課題に対し、町では、平成１４年３月に策定した第３次行政改革大綱から、

身近な課題を主体的に解決する役割として、ボランティアや市民活動団体等の育成及

び支援についての取り組みを始めました。その後、平成１７年３月にまとめた「協働

のまちづくりを目指して≪報告書≫」では、協働の方向性を「住民と行政がより良い

パートナーシップを築き、それぞれが自分の責任をしっかりと果たしながら『協働の

まちづくり』を推進していくことが、明日の大泉を創る第一歩」と示し、 

① 町の事務事業における協働 

② 行事・イベント等における協働 

③ 緊急時に関する協働 

④ 外国人との共生における協働 

⑤ 尐子・高齢化における協働 

の５つを重点目標に据えました。 

これらの目標を行政改革集中改革プランに取り入れるとともに、さらに第４次行政

改革大綱（平成１９年２月策定）へと引き継いだ中で、現在も段階的に「行政提案型

の協働」を進めているところです。 

しかしながら、多様化する住民ニーズや地域が抱える新たな課題に対しては、これ

までの協働の仕組みでは対処しきれないことも多く、様々な組織が単独で活動するこ

とを基本としながらも、その活動の多くに住民の「参加」を求める工夫や、他の分野

の組織との「協働」による新たな仕組みづくりが必要となっています。 
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第３節 指針の必要性 

住民と行政との協働によるまちづくりに当たり、行政、または住民として担うべき

役割とはどのようなものでしょうか。 

これまでも、行政に対しては様々な形で住民参画がなされてきました。例えば、町

の企画立案に対して住民の代表による委員会等を組織して意見を伺うことや、町が主

催するイベント等に対して協力を得ることなどです。 

しかしながら、それ以外の多くの分野では、行政が企画立案し、住民がそれに対し

てボランティア等で協力するという補完的な関係で行われています。 

では、なぜもっと住民が主体となってまちづくりに参画することができなかったの

でしょうか。その原因としては、協働とはどのようなことなのかがあまり理解されて

いなかったということや、協働の環境が整っていなかったことなどが考えられます。 

もちろんボランティアによる協力も大きな意味では協働の重要な形といえます。し

かし、ボランティアはその人の自発的な意思に依存した個人的な活動であり、比較的

に規模も限定されるという側面があります。 

それに対して、協働は、組織と組織の協力関係を築きながら、双方が主体となって

行う公益活動と位置付けるとすれば、協働の意義や目的、形態、効果、進め方などに

ついて、住民はもとより行政内部においても理解が不足しており、その推進に対して

大きな障害であったといえるでしょう。 

そこで、協働を進めるに当たっては、協働の言葉や意味、基本的な考え方などを明

確化し、協働のあり方と方向性の拠り所となる「指針」が必要となっています。 
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公共サービスの主体 

  

行 政 住 民 
市民活動団体 

企業など 

新
た
な
公
共 

第２章 協働を進める上での基本的考え方 

 

第１節 住民と行政との協働 

近年、地域の課題解決に当たっては、多くの自治体で協働による取り組みが始めら

れています。その活動主体は、住民と行政の二つに大きく分けられます。これらの主

体が、相互の自主性・主体性を尊重し、それぞれの特性を活かして、住民と行政が対

等な立場で役割を担当し、より良いパートナーとして連携・協力していくことが求め

られています。 

１ 協働の意義 

住民と行政が協働することによって、行政が単独で行うよりも効果的・効率的に事

業を実施することができる可能性があります。これは、それぞれ異なる特性を持って

いるため、お互いの強い部分を発揮し合い、また、お互いの弱い部分を補完し合うこ

とでサービスの向上につながるからです。 

また、住民のこれまでの経験や、日頃の活動から得た知識や技術を公共サービスに

活かすことで、住民が主体となったまちづくりを実現するとともに、地域における新

たな自己実現や社会貢献、交流の場の創出につながることも期待されています。 

ここで注意しなければならないことは、協働は手段であって、目的ではないという

ことです。効率的・効果的にサービスを提供するためには、行政が行った方が良いの

か、住民が行った方が良いのか、もしくは住民と行政との協働による実施が良いのか

を、内容によってしっかりと見極めなければなりません。その上で協働の手法が有効

となる部分について考えていくことが大切です。 

２ 新たな公共 

これまで、公共サービスは行政が主体となって提供し、住民はそれを受けるという

構図が一般的でした。しかし、住民活動が盛んになり、様々な課題に対して自ら解決

しようという取り組みが増えるにつれて、その構図は変化し、行政以外の多くが公共

サービスを提供する主体となり得る状況となってきました。 

そこで、住民と行政との協働の領域

を新たなまちづくりの主体として「新

たな公共」と位置付け、この領域にお

いて公共サービスの提供を行っていく

ことを、協働のまちづくりとして推進し

ていきます。 
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「住民と行政とが、目的と情報を共有の下、地域や社会の課題解決のため、お互

いに尊重し合いながら責任と役割を分担し、協力してまちづくりを行うこと。」 

そのためには・・・ 

行政は、住民のまちづくりへの関心を高めて「参加」を促進し、「協働」のパートナーとなり

得る組織の活動を支援するとともに、行政における協働への理解がより深まるよう努めます。 

組織 

個人 

参加と協働のイメージ 

住 民 

行 政 

市民活動団体 

企 業 

協働 

協働 

参加 参加 参加 

協働 

３ 参加と協働 

行政が行う活動には、住民の協力の下に行うものが数多くありますが、その関わり

方の形態は次の２つに分けて捉えることができます。 

まず１つ目は「参加」です。住民の参加というと、一般的には、行政が主催するイ

ベントや講座等をはじめとしたいろいろな活動への参加と考えますが、審議会や委員

会などに応募して企画立案の段階から加わることなども参加と捉えられます。 

これらは、個人が組織に対して参加したいという意思の下に行われるものであり、

自発的でないものは参加とはいえません。参加する以上はもちろん責任が伴われます。

つまり、地域や社会の課題解決のために、住民の立場から個人が自発的に責任を持っ

て行政の施策などに関わることで、住民の意見を反映させながら施策や事業を作り上

げていくことを「参加」といいます。 

そして、もう１つが「協働」です。協働とは、地域や社会の課題解決に向けて、行

政単独では解決できない問題を、行政と行政以外の様々な組織が相互に不足を補いな

がら共通の社会目的を果たすために協力して働く活動です。 

このように、個人が組織に関わっていく「参加」と、組織と組織が協力し合う「協

働」では、住民の関わり方こそ違いますが、地域や社会の課題解決という目的の下に、

個人が自発的に組織に「参加」することによって組織どうしの「協働」が成り立つと

いう観点から、双方を併せて広い視点からの「協働」と捉えることができます。これ

らをまちづくりに上手く活かしていくことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 大泉町が推進する協働 

本指針では、大泉町における住民と行政との協働を次のように考え、今後推進して

いくこととします。 
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公益団体 共益団体 

狭義 広義 

ＮＰＯの概念 

第２節 協働の主体 

これから私たちがこの指針に基づいて協働によるまちづくりを推進するに当たって

は、その取り組みに関わる主体となる人々について理解をしておくことが必要です。 

１ 住民とは 

協働とは、住民と行政が協力して地域や社会の課題を解決するための活動です。 

では住民とは何を指すのでしょうか。本指針では、住民とは個人ではなく、「官」

の組織を指す行政に対する「民」の組織として、地域社会の一員である市民活動団体

や企業と定めます。広い意味での協働には個人による「参加」も含まれますが、本指

針では、組織どうしの「協働」とは分けて捉えることとします。 

○市民活動団体 

市民活動団体とは、ＮＰＯ【NonProfit Organization】などのような自主的かつ

自発的に営利を目的としない活動を行う団体をいいます。 

一般的に、ＮＰＯと聞くとＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）を思い浮かべる方

が多いと思います。しかし、本来のＮＰＯとはもっと広い範囲のものをいい、直訳

をすると「非営利組織」となりますが、正確に理解できるように「民間非営利組織」

などと訳されています。 

「民間」とは、行政や行政の影響下

にある団体（特殊法人等）も非営利の

組織であることから、これらと区別す

るために付けられた言葉です。また、

「非営利」とは、収益を上げてはいけ

ないという意味ではなく、収益が発生

した場合は、企業のように収益を分配

することはせずに、団体の活動目的の

ための費用に充てるということを意味します。そして、「組織」とは、社会に対し

て責任ある体制を整えて、継続的に活動する人の集まりという意味です。 

このことから、特定非営利活動法人はもとより、ボランティア団体や町内会・自

治会などの地域団体、社会福祉法人など、法人格の有無や種類、規模の大小は問わ

ず、民間の立場から地域や社会の課題解決を目的とした公益活動を行う団体を全て

含めて、「市民活動団体」と位置付けます。 
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○ボランティア 

地域や社会の課題解決に向けて、組織として活動する市民活動団体に対し、個人

の自発的な意思によって活動する人をボランティアといいます。 

ボランティアは、労働の対価を求めない代わりに、個人の自発性に重点が置かれ

ることから、まちづくりにおいては主に「参加」の領域で関わっていると考えられ

ます。 

思いを共有するボランティアが集まればボランティア団体となります。ＮＰＯ法

人などの市民活動団体へもボランティアとして関わる人が多いという点において、

ボランティアは協働への第一歩といえます。 

○企業 

企業とは、営利を追求することによって永続的な存在となることを目指す組織で

あり、一般的には公益的活動を行うというイメージを持ちにくいかもしれません。 

しかし、寄付やメセナ活動＊1などの社会貢献活動に見られるよう、社会が持続的

に発展してこそ、その社会の中における企業の存在価値をより高めるとして、これ

までも様々な取り組みが行われてきました。さらに、最近ではＣＳＲ＊2（Corporate 

Social Responsibility）という考え方が広がり、経営の根幹における自発的な活

動として、地域と関わりを深めながら、社会的課題の解決に向けた取り組みが盛ん

に行われるようになってきました。 

そこで、この指針では、企業も新たな公共を担う主体である地域社会の一員であ

るという「企業市民」として位置付けます。 

 

 

*1 メセナ活動 

企業が主として資金を提供して文化、芸術活動を支援すること。 

*2 CSR 

企業の社会的責任と訳される。企業が利益を追求するだけでなく、組織活動が社会へ与える影

響に責任をもち、あらゆる利害関係者からの要求に対して適切な意思決定をすることを指す。 

 

 

２ 行政とは 

これまでは、公共サービスは行政が担うべきものと考えられていました。しかし、

今後ともより良いサービスを継続的に提供していくためには、多くの主体と連携し、

お互いに協力をしながらまちづくりを行っていくことが不可欠となっています。 

行政としての責務を果たしつつ、協働の領域においては他の主体と同様に、パート

ナーとして多様な関係を築いていくことが大切です。 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BC%81%E6%A5%AD
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第３節 協働によって期待される効果 

協働の目的は、住民と行政のそれぞれが持つ特性を活かすことによって生まれる相

乗効果を、課題解決という形で地域社会に還元することと考えられます。つまり、協

働の当事者のみでなく、第三者である地域社会までが恩恵を受けられる関係を構築す

ることといえます。 

それぞれについては、次のような効果が期待されます。 

１ 地域社会（住民）にとっての効果 

地域社会（住民）にとっては、効果的・効率的な公共サービスが提供されることに

よって、多様化した住民ニーズに対し、よりきめ細やかな対応が受けられるようにな

り、生活しやすい町へと変わっていきます。 

さらに、住民が行政に参画することによって、住民と行政の距離が縮まり、住民が

主体となったまちづくりという意識が高まるとともに、その活動を通じて、自己実現

の機会や新たな生きがいの創出、地域の活性化にもつながるでしょう。 

２ 市民活動団体にとっての効果 

市民活動団体にとっては、他の組織と連携することによって活動の場が広がるとと

もに、運営基盤の強化や課題解決能力の向上へとつながります。 

また、社会貢献活動に対する地域の関心が深まり、組織の社会的認知度や評価が高

まることで、新たな団体の設立や活動への参加が促進されることが期待されます。 

３ 企業にとっての効果 

企業にとっては、社員の社会貢献への意識向上により、ボランティア活動が広がり、

人材能力の向上や他の組織とのネットワークの構築などが期待されます。 

また、企業としても、社会貢献活動に取り組んでいるというアピールをすることで、

自社の企業価値だけでなく、社会的価値の向上にもつながり、地域社会の一員として

の信頼を得ることができます。 

４ 行政にとっての効果 

行政においては、異なる分野の組織との協働により、その組織が持つ特性や資源を

有効に活用することで、住民ニーズをより的確に把握することができるとともに、そ

れらに合わせたきめ細やかな公共サービスを提供することができます。 

庁内においては、行政とは違う考え方に触れることで、これまでの行政のあり方や

組織体制を見直す機会となり、職員の意識改革と資質向上につながるとともに、行政

改革の推進にもつながります。 
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第４節 協働の原則 

組織どうしが共に行動する際には、企画立案の段階から基本的な原則を明確にした

上で取り組んでいかなければ、動き出してからの方向性の違いや相手に対する不満な

どにより、本来の目的を達成できない恐れがあります。実際に住民と行政との協働に

よりまちづくりを進めていくに当たっては、次の原則に留意しなければなりません。 

１ 目的の明確化・共有化 

協働によって取り組む課題は広範で多様ですので、取り組みを行う組織どうしが、

意義や目的、ニーズなどを明確にし、それぞれが理解した上でお互いの課題や情報を

共有することが大切です。 

２ 自立性・対等性の尊重 

協働とは、課題解決に向けて、お互いが持つ強みを活かすことで効果が生まれるも

のです。そのためには、組織としての自立性を尊重し合い、上下の関係ではなく対等

なパートナーであるということを意識して、それぞれの特性を存分に発揮できる環境

を作ることが大切です。 

３ 信頼関係の構築 

協働の主体は、異種・異質の組織であるから、十分なコミュニケーションを図るこ

とで相手の組織を十分に理解し、お互いに認め合いながら信頼関係を構築した上で、

プロセスを共有していくことが大切です。 

４ 役割・責任の明確化 

自らの得意とする部分を担うなど、それぞれの組織の特性に合わせた役割分担を明

確にするとともに、責任の所在や範囲を明確にしておくことが大切です。 

５ 期限の明確化 

協働に関わる主体が相互に過度な依存関係にならないよう、あらかじめ実施期限を

定め、定期的に振り返りの機会を設けるなどして、関係や取り組みなどについて評価

を行うことが大切です。 

６ 透明性の確保 

協働における情報は、透明性を図ることが大切です。両者の関係が外部からはっき

りと見える状態にするとともに、関係の固定化や癒着などが生じないよう考慮し、要

件を満たせば誰もが参加する機会が持てるように、取り組みのプロセスについてはで

きる限り公開していくこととします。 
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第５節 取り組みの形態 

「参加」や「協働」によってまちづくりを推進していく手法には様々な形がありま

す。それぞれの課題解決に向けては、それらを適切に選択していくことが大切です。 

そこで、まずは住民と行政の関わり方の度合によって活動の領域を大きく分類し、

その上で、それぞれの領域における具体的な手法についてまとめていきます。 

１ 関わり方の形 

住民の活動領域と行政の活動領域については、次のように整理することができます。 

 

     

住民が主体的

に活動を行う

領域 

住民主導の下

に行政が協力

する領域 

双方が主体的

に協力し合う

領域 

行政主導の下

に住民が協力

する領域 

行政が単独で

責任を持って

対応する領域 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

     

 

上の図で、Ａ及びＥはそれぞれが独自の活動を行う領域です。Ｂ～Ｄが住民と行政

が協力し合う領域となり、それぞれの関わり方によって、Ｂは住民が主体的に活動し、

行政が支援をする領域、Ｃは住民と行政が対等な関係で活動する領域、Ｄは行政が主

導するものに対し、住民が協力する領域と捉えることができます。 

このＢ～Ｄの領域について、それぞれの課題に応じて協力し合う具体的な手法を選

択していくことになりますが、ここで重要なのは、どの領域にしても、それぞれ独自

の活動があってこそ、そこで培った特性を発揮できるということです。つまり、それ

ぞれの主体が自立した組織として、Ａ及びＥの領域における活動が成り立っているこ

とが、協働のパートナーとしての大前提といえます。 

２ 具体的な手法 

主な具体的な手法は次のとおりです。 

 

①後援（領域Ｂ） 

考え方 
市民活動団体等が行う事業に公益性が認められる場合に、行政が後援名義の

使用を承認し、支援する手法 

効 果 
・行政が後援名義の使用を認めることにより、事業の社会的信用を高め、よ

り大きな効果を生み出すことができる。 

留意点 
・団体に対する後援ではなく、事業に対する後援ということに留意し、内容

の公益性を十分考慮して判断する。 

 

協 働 の 領 域 

住民の活動領域 行政の活動領域 
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②補助・助成（領域Ｂ） 

考え方 
市民活動団体等が主体的に行う公益的な活動に対し、行政がその取り組みを

推進する必要があると認めるものについて、資金的な面で支援する手法 

効 果 

・行政が対応しにくい先駆的・実験的な事業に対して行うことで、より多く

の住民ニーズに対応することができる。 

・住民の自主的な活動を促進するとともに、能力の向上にもつながる。 

留意点 

・協働における補助・助成であるため、地域や社会の課題解決が目的という

点をお互いに理解しておく。 

・パートナーの選定に当たっては、そのプロセスをできるだけ公開し、透明

性を高める。 

・行政依存体質を助長することにならないよう、期間を限定するなどの対処

を行う。 

・事業報告会の実施など、資金提供の成果を測る仕組みを構築しておく。 

 

③共催（領域Ｃ） 

考え方 市民活動団体等と行政の双方が主催者となって、協力して事業を行う手法 

効 果 

・住民と行政の双方が主催者という位置づけであるため、対等な関係で進め

やすく、成果や経費の負担についても柔軟に対応ができる。 

・それぞれが持っている情報、ノウハウ、ネットワークなどを活用しやすく

なる。 

留意点 
・企画段階から十分なコミュニケーションを図り、役割分担や責任の範囲、

経費負担などについて、協定書を交わすなどして明確にしておく。 

 

④実行委員会・協議会等（領域Ｃ） 

考え方 住民と行政で構成された組織が主催者となって事業を行う手法 

効 果 

・様々な分野の人たちがメンバーとなるため、対等な関係を築きやすい。 

・多くのノウハウが持ち寄られることで、効果的、効率的に事業を進められ

ると同時に、新たなネットワークの構築が期待できる。 

留意点 

・メンバー間で、意見交換や情報共有を十分に行い、円滑な合意形成を行う。 

・運営の硬直化や活動の停滞を防ぐため、メンバーが長期にわたり固定化し

ないよう、組織の見直しなどを行う。 

 

⑤情報交換・情報提供（領域Ｂ・Ｃ・Ｄ） 

考え方 住民と行政の双方が持っている情報を、相互に提供しあって活用する手法 

効 果 
・双方にとって比較的負担が少なく、場合によっては即効性の高い効果を発

生させる。 

留意点 

・他の手段との組み合わせで行うことで、より高い効果を発生させるように

する。 

・継続的に行っていくようにする。 
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⑥事業協力（領域Ｃ） 

考え方 
市民活動団体等と行政の双方の合意のもとに目標や役割分担を決め、一定の

期間、人材・情報・ノウハウを提供し合いながら協力して事業を行う手法 

効 果 

・対等な関係の中で実施することができる。 

・それぞれが得意な分野を担うことが可能であるため、ノウハウを発揮しや

すい。 

留意点 
・自由度が高い分、事業の目的や相互の役割、責任分担、事業期間などを事

前に明確化しておく。 

 

⑦委託（領域Ｄ） 

考え方 行政が担当すべき事業を、市民活動団体等に委託して実施する手法 

効 果 

・本来、行政が取り組む事業について、住民が持つ専門性や先駆性、独自の

ネットワークなどを活用することで、よりニーズに合ったサービスを提供

することができる。 

・市民活動団体等にとっては、経験やノウハウの習得や、社会的信用を高め

ることが可能 

留意点 

・効率性やコスト削減に捉われることなく、協働の視点に立った委託を行う

ことで、市民活動団体等が単なる下請け化とならないようにする。 

・委託契約においては、協働の目的を理解し、協働の原則に基づいた内容が

明記された内容とする。 

・委託先に任せたままにならないよう、行政としての役割を考慮し、双方が

積極的に関わりながら事業を進めていくようにする。 
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協働のサイクル 

 協働の原則 
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第３章 協働の進め方 

 

第１節 進め方の流れ 

実際に協働によって事業を行う場合、その進め方には一連の流れがあります。以下

で進め方について説明しますが、常に「協働の原則（➝９ページ）」を前提とし、実践

過程の中で振り返りの機会を設けながら進めていくことで、行き詰った際には立ち返

って考え、また、上手く進んでいる場合にも再確認するきっかけとなります。 

この流れを１つのサイクルとして積み重ねていくことで、さらに事業の質を高め、

より大きな相乗効果を生み出す理想的な協働の取り組みにつながっていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 企画段階 

⑴ 課題の明確化 

住民と行政のそれぞれが持っている情報を互いに提供し、共有することで、地域

や社会に存在する課題や住民のニーズについて的確に把握し、それについて、でき
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るだけ広い分野にわたり、多くの方が十分に意見交換を行うことが協働の始まりで

す。 

住民と行政のそれぞれが地域の課題に対して関心を持ち、その解決に向けて積極

的に取り組む意識を持つとともに、協働の視点からお互いに提言することができる

環境を整備しておくことが大切です。 

⑵ 事業の検討 

課題やニーズに対し、行政として対処可能な部分、住民の協力を必要とする部分、

専門家に依頼をした方が良い部分など、対処の方法は様々です。それぞれの主体が

持つ特徴を踏まえた上で、協働による取り組みが効果的かどうかを考慮しながら事

業を検討します。 

また、行政側からのみではなく、住民側から事業提案をされることも考えられる

ため、それらを受け入れる機会を設けることも必要です。 

⑶ 手法の検討 

協働事業を実施することが決まったら、「具体的な手法（➝１０ページ）」につい

て検討します。事業の目的や予想される成果などを考慮した上で、最も効果的に実

施できる手法を選びます。 

⑷ パートナーの選定 

協働の相手方となるパートナーを決定します。事業の内容や手法に合った団体等

の中から選定しますが、その際には透明性という視点に立ち、公募などによって公

平・公正に決めなければなりません。これまでの流れの中で、既にパートナーが特

定されてしまう場合も考えられますが、いずれにしても、なぜその相手を選定した

かということを明確にしておくことが求められます。 

⑸ 事業内容の協議 

取り組みの手法や協働のパートナーが決まったら、次は双方で協議をして事業の

詳細について決めていきます。事業の目的を共有することはもちろん、それぞれの

役割や責任の分担、最終的に到達すべき目標などを双方で確認しながら明確にし、

事業の全体像を確定します。 

２ 実施段階 

⑴ 協働への合意 

ここからは協働事業の実施段階になります。実施に当たっては、まずは双方が合

意していることが必要です。これまでの流れの中で明確にしてきた事業の目的、役
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割や責任の分担などをはじめ、費用負担、実施期限やスケジュール、個人情報の取

り扱いなどの重要事項の取り決めに関しては契約書や協定書などで文書化し、双方

がいつでも確認ができるようにしておきます。 

⑵ 事業の実施 

合意事項に基づいて実際に事業が始まりますが、事業実施中においても定期的に

進捗状況の確認をし、意見交換などを行う機会を設けるようにします。その際、事

業計画の改善や見直しが必要となった場合は、双方の協議によって行うとともに、

その経緯を記録に残し、協働による取り組みとして適切に推進していかなければな

りません。 

また、事業の内容や状況について適宜住民に周知していくことで、協働による取

り組みに対する住民の理解を深めていくことも大切です。 

３ 評価段階 

⑴ 取り組みの評価 

事業が完了したら、これまでの取り組みを振り返るとともに、成果の確認を行い

ます。事業としての目的を達成できたかということと併せて、協働によって取り組

んだことで相乗効果を発揮できたかということもしっかりと検証し、その結果を次

の協働事業に反映させることで、サービスの向上につながります。 

また、これらの評価は、それぞれの主体が今後の活動へと活かしていけるよう、

双方で行うこととともに、成果の受益者からの意見も踏まえることも大切です。 

⑵ 情報の公開 

評価結果については、広く公表することで、透明性の確保や、協働への取り組み

に対する住民の理解を得る機会となります。また、主体となった団体等の活動に関

するＰＲや、住民の協働への参加促進にもなり、協働のまちづくりを推進していく

環境整備という点においても、積極的な情報の公開が求められます。 

４ フィードバック 

⑴ 評価結果の活用 

評価によって明らかになった課題や問題等はきちんと整理し、必要な部分につい

ては見直しをします。事業の内容、協働のパートナー、事業の継続や廃止等も含め

て十分に検討し、今後の協働のまちづくりに反映していくことによって、より質の

高いサービスの提供につながります。 
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第４章 協働のまちづくりを目指して 

 

第１節 協働を進めていくためには 

協働による取り組みの最終的な目標は、より暮らしやすいまちにすることです。そ

の最終目標に向けて、各主体が十分に特性を発揮し、より多くの相乗効果を生み出す

必要があります。協働の領域において特性を発揮するためには、まずは自分の領域に

おける活動がしっかりと成り立っていなければなりません。そこで、住民、市民活動

団体、企業、行政それぞれの立場における協働に向けた姿勢について理解しましょう。 

１ 地域社会（住民）が目指すこと 

地域社会（住民）の活動領域とはどのようなものなのか、段階的に整理します。 

○自助の範囲 

一人ひとりの生活様式が違うように、地域や社会に対して感じる課題も人によっ

て違います。まずは、自分の身の回りの課題を把握し、解決に向けて自ら積極的に

取り組んでいくこと（自助）で、まちづくりに対する「参加」の意識を高めていき

ましょう。 

○共助の範囲 

自分だけでは解決できない課題に対しては、他の人や市民活動団体が課題解決の

ために活動しているかもしれません。同じ意識を持つ者どうしが協力すること（共

助）は、その活動の範囲を広げ、効果を高めることにもつながります。 

身の回りのことから地域のことへと視野を広げ、周囲との意見交換や情報共有を

図りながら、お互いが持つノウハウを活かして協力し合うとともに、地域の連携や

市民活動団体の設立・発展へとつなげていきましょう。 

○公助の範囲 

内容や規模などによっては、住民だけでは解決できない課題もあるでしょう。行

政が主体となってそれらの解決に努めることを公助といいますが、協働の視点から

見れば、「新たな公共（➝４ページ）」による取り組みを公助と捉えることができま

す。 

「新たな公共」による取り組みをスムーズに進めるためには、行政はもちろん住

民も町の現状を十分に把握し、共通認識を持つことが必要です。何事も他人任せに

せず、しかし無理をすることなく、意見交換や提言の場を有効に利用しながら「参

加」や「協働」の機会を積極的に活かしていけるような意識を持ちましょう。 
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２ 市民活動団体が目指すこと 

地域や社会の課題解決に対して、市民活動団体の活動は最も期待されているといえ

るでしょう。まずは自分たちの活動をしっかりと行うことで、周囲の理解を得るとと

もに、組織の社会的使命に対するスキル（意欲、知識、能力など）をより高めていけ

るように努めましょう。 

また、自分たちの組織に対する理解を得るだけでなく、他の組織についての理解を

深めることも大切です。各団体が積極的に情報公開や意見交換を行うことで、団体ど

うしの連携による新たな取り組みを実現させるだけでなく、活動状況を広く周知する

ことによって、住民が活動に「参加」する機会を設けるようにしましょう。 

３ 企業が目指すこと 

企業の社会的責任〔ＣＳＲ（➝７ページ）〕の考えに基づき、協働の視点からまち

づくりに対して理解を深めるとともに、社員がボランティア活動等への「参加」をし

やすい環境を整備していきましょう。 

企業としてまちづくりに取り組んでいくに当たっては、長期にわたって蓄積してき

た人材、技術、情報、ノウハウなどの資源を社会貢献活動の一環として提供すること

が重要です。その際には、企業市民として社会を構成する一員という立場から、協働

のパートナーとして対等性を尊重するなど関わり方にも考慮し、課題解決に向けてど

の形態が最適な手法なのかということを十分検討した上で取り組みを推進していき

ましょう。 

４ 行政が目指すこと 

これまでの「行政が主体となって公共サービスを提供する」という考え方から、「住

民と行政との協働によるまちづくり」へと転換していくためには、行政自身がその考

え方を取り入れることができなければ、他の主体がまちづくりに関わることはできま

せん。よって、まずは職員一人ひとりが「参加」や「協働」に対する理解を深め、積

極的に推進していこうとする姿勢が求められます。 

実際に協働事業を進める際には、どのような人や団体が存在し、どのような活動を

行っているのかということを把握していなければ始められません。そこで、地域や団

体の活動に関する情報を整理し、庁内で共有を図ることができる体制を整えます。 

また、協働による取り組みに対して誰もが関わっていけるように、分かりやすい仕

組みや制度を整えておくことも行政の役割です。課題や問題に関する情報を周知し、

それに対する住民との意見交換などお互いが解決に向けて考える機会を設け、「参加」

や「協働」を呼び掛けていくことで協働のまちづくりを推進します。 

 

削除 
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第２節 協働の仕組みと体制 

これまでに大泉町が行ってきた協働による取り組みは、課題に対して行政側が企画

した事業を関連する活動を行う団体へ提案し、その事業を部分的に担ってもらうとい

う、いわゆる「参加型」の方法でした。今後もそれらを活かしつつ、本指針のここま

での内容を踏まえてさらに「協働」の段階へと発展させるために、行政の責務におい

てその仕組みや体制、環境を整えていきます。 

１ 協働の仕組み 

○協働のまちづくり事業提案制度 

協働による取り組みは住民と行政の双方が主体となって行うものであり、企画立

案の段階から意見提案を行える機会を設けることが大切です。 

また、協働の進め方については第３章（➝１３ページ）で示しましたが、その流

れの中におけるそれぞれの手続きをスムーズに進めていくためには、統一的な取扱

手順を決めておくことが望ましいでしょう。 

そこで、住民、行政のそれぞれが協働による事業提案を行うことができるよう、

企画から評価までの一連の流れやその際の手続き等を分かりやすく整理します。 

○公益ボランティア事業に対する支援 

自助、共助によるまちづくりに向けた意識啓発を行うとともに、活動を通じて地

域の交流を促進し、緊急時や災害時における連携や子どもの育成、高齢者への支援

等に対し、地域全体で取り組んでいけるような体制づくりを目指すことから、公益

的なボランティア活動に対する支援を行っていきます。 

２ 協働推進体制 

○住民を交えた協働推進組織の設置 

協働の原則である透明性の確保という観点から、パートナーの選定や評価の検証

をはじめ、協働の取り組み全般における検討や判断などに関する行政への助言等を

行うために、主に住民によって構成される協働推進組織を設置します。 

○庁内における協働推進体制の整備 

協働の範囲は広く、その可能性はあらゆる分野において期待されるべきものであ

ることから、町の事務事業について、協働の視点に基づいた効果的・効率的な実施

を目指し、行政側からの事業提案について各方面から検討していくための職員体制

を整えます。 
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○協働推進窓口の充実 

協働担当部署を、住民からの協働に関する相談や提案を積極的に受けるための窓

口として充実させるほか、市民活動団体の設立や法人化に関する相談等にも対応で

きるようにします。 

３ 環境整備 

○協働推進の拠点整備 

協働の推進に関して必要な情報の発信やコミュニケーションの場として活用し

ていけるような拠点となる施設を整備します。 

○意見交換・情報共有の機会の充実 

広報紙やホームページを利用して、町に関する情報発信を充実させるとともに、

パブリックコメント制度や各種意見交換会等を有効に活用し、情報の共有や課題の

整理、住民ニーズの把握に努めます。 

○協働のまちづくりに関する啓発活動 

協働のまちづくりについて、住民に向けた講演会や職員研修会を開催し、意識の

啓発を行います。 
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第３節 指針の取り扱いについて 

本指針については、役場をはじめとした公共施設等に設置し、広く住民に周知する

ことで協働のまちづくりに対する理解を深めてもらうとともに、誰もが「参加」や「協

働」をしようとする際の参考としてもらえるようにします。 

また、大泉町における住民と行政との協働推進の基本とすべき指針であることから、

内容については社会情勢等を考慮して必要に応じて見直しをし、住民のニーズに応え

られるものとしていきます。 
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資料 

 

１ 大泉町協働のまちづくり推進指針策定の経過 

年 月 日 会 議・事 項 内  容 

平成 22 年 5 月 28 日 第１回策定委員会 ○指針策定に向けた取り組みについて 

平成 22 年 6 月 11 日 協働推進に関する研修会 ○職員、策定委員を対象に実施 

平成 22 年 6 月 30 日 第２回策定委員会 
○指針の構成について 

○指針の骨子について 

平成 22 年 7 月 15 日 視察研修実施 ○長野県佐久市役所 

平成 22 年 7 月 30 日 第３回策定委員会 ○指針（素案）について 

平成 22 年 8 月 27 日 第４回策定委員会 ○指針（素案）について 

平成 22 年 9 月 30 日 第５回策定委員会 ○指針（素案）について 

平成 22 年 

から 12 月 

11 月 

14 日 

15 日 

まで 
パブリックコメント実施 ○指針（素案）に関する意見募集 

平成 23 年 1 月 17 日 部長会議 

○パブリックコメントの実施結果及び回答

内容について 

○指針（原案）について 

平成 23 年 1 月 20 日 庁議 

○パブリックコメントの実施結果及び回答

内容について 

○指針（原案）について 

平成 23 年 2 月 23 日 第６回策定委員会 
○パブリックコメントの実施結果及び回答

内容の報告について 

 

 

 

 

 



 

22 

 

２ 大泉町協働のまちづくり推進指針策定委員会設置要綱（平成２２年４月８日施行） 

 （設置） 

第１条 住民と行政との協働によるまちづくりを推進するために町が策定する大泉町協働

のまちづくり推進指針（以下「指針」という。）について、幅広く住民の意見を反映させ

るため、大泉町協働のまちづくり推進指針策定委員会（以下「策定委員会」という。）を

置く。 

 （所掌事項） 

第２条 策定委員会は、指針の策定について必要な事項の検討を行い、その結果を町長に

報告する。 

 （組織） 

第３条 策定委員会は、次に掲げる委員１６人以内で組織し、町長が委嘱又は任命する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 自治会を代表する者 

(３) 社会貢献活動団体を代表する者 

(４) 町内企業を代表する者 

(５) 公募により選考された者 

(６) 町の職員 

２ 委員に欠員が生じた場合、町長は補欠の委員を委嘱又は任命することができる。 

 （委員長及び副委員長） 

第４条 策定委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により選出する。 

２ 委員長は、策定委員会の会務を総理する。 

３ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 策定委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 策定委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴

くことができる。 

 （庶務） 

第６条 策定委員会の庶務は、企画部国際協働課において処理する。 

 （その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、告示の日から施行する。 

 （失効） 

２ この要綱は、指針の策定が終了したときに、その効力を失う。 
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３ 大泉町協働のまちづくり推進指針策定委員名簿 

区 分 氏 名 所属・役職等 備 考 

学識経験を有する者 須永 博之 
ＮＰＯ法人わたらせライフサービス 

専務理事 
 

自治会を代表する者 家泉 昌夫 大泉町区長会   

社会貢献活動団体を 

代表する者 

阿部 忠彦 大泉町社会福祉協議会 会長  

黒岩 義隆 大泉町ボランティア協議会 会長  

酒巻 義雄 大泉町老人クラブ連絡協議会 会長  

鈴木富美子 特定非営利活動法人ふきのとう 代表  

中村 京子 ぐんま地域活動連絡協議会 会長 副委員長 

松澤 公子 大泉町食生活改善推進協議会 会長  

山口 武雄 大泉国際交流協会 会長  

吉澤 邦夫 大泉町地域公民館連絡協議会 会長 委員長 

町内企業を代表する者 

平峰 恭子 富士重工業株式会社  

山中万里子 三洋電機株式会社  

公募により選考された者 

岡田 昌丈 足利工業大学 非常勤講師  

藤原 正子 丘山婦人会 会長  

二渡 貞衛 大泉町グラウンドゴルフ協会 会長  

町の職員 大塚 勝美 大泉町企画部長  

アドバイザー 小竹 裕人 群馬大学社会情報学部 准教授  
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